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2019年度の財政赤字9,840億ドル（約110兆円）を見込む
 トランプ政権は2019年度の予算教書で国防費やインフラ投資資金の積み増し等を求める。同年度
の財政赤字（対ＧＤＰ比）は4.7％に悪化する見通し。

 無駄な経費の見直しや経済成長加速による税収増で、今後10年間で歳出入を4兆ドル強改善すると
している。その実現性に疑問符が付く場合等は赤字拡大懸念が強まる可能性も。

（審査確認番号H29-TＢ456）

図表2：米経済成長率見通し（前年度比）

 トランプ政権は2月12日、2019年度（2018年10月～19年9月）の税財政方針を示す予算教書を米議会に
提出しました。予算教書とは税財政の立案・決定権を持つ議会の予算審議のたたき台となるものであり、
拘束力はありません。トランプ政権は同教書において、米議会が決めた国防費等の裁量的経費を対象とす
る2年間で3,000億ドルという歳出上限の引き上げを一部織り込み、2019会計年度の歳出規模を前年度比
5％増の4兆4,070億ドル（約470兆円）とするように提案しました。一方で、大幅減税を伴う税制改革の
影響等で歳入の伸びが2％に留まることから、財政赤字は前年度比13％増の9,840億ドル（約105兆円）
に拡大すると予想しました。財政赤字の対ＧＤＰ（国内総生産）比は2019年度に4.7％に達する見通しで
あり、リーマン・ショック直後の2009年度に10％弱に膨らんだ時期を除くと、1986年度の4.9％以来の
高い水準となります。歳出拡大の主な要因は国防費やインフラ関連予算の積み増しです。国防費関連とし
て前年度比7％増の7,160億ドル、野党が1兆ドル規模を要求するインフラ投資には10年間で2,000億ドル
が計上されています。インフラ投資額は州政府や民間資金を含め、総額で1兆5,000億ドル規模になること
が想定されています。同教書には壁建設費用（向う2年間で180億ドル）も盛り込まれています。

 同教書では、生活保護等の社会保障費の削減や経済成長、無駄な経費の切り詰め等で歳出入を10年間で合
計4兆4,000億ドル超改善させることにより、財政赤字は2028年度には対ＧＤＰ比で1.1％まで低下する
と予想されています。内訳は、生活保護費の削減等で約1兆1,100億ドル、予算1ドルあたり2セントを圧
縮し無駄使いをなくす「2ペニー計画」で約1兆5,000億ドル、経済成長で約8,100億ドル等となっていま
す。その前提となる経済成長率は、減税効果等を背景に3％前後の成長が続くことが想定されていますが、
米議会予算局（ＣＢＯ）は米国の潜在成長力を1.8％程度と分析しており、高い税収見通しに支えられた内
容になっています。「2ペニー計画」の効果等も含め、現時点ではその実現性を疑問視する向きが多いよ
うです。当教書では今後10年間の累計財政赤字額を約7兆1,000億ドル（約760兆円）と予想しています。
今後の議会の予算審議の過程等において財政赤字が更に拡大するとの観測が強まり、インフレ懸念の高ま
りやドルの信認低下等が生じる場合には、金利や株価市場が動揺することも考えられます。

図表1：米財政赤字見通し
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出所）図表1～2はＯＭＢ（行政管理予算局）データをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

米国経済・株式市場情報
オーストラリア経済とリート市場の動向について

2019年度予算教書と財政赤字拡大懸念
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• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
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ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
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